
監査結果公表第１号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２４２条第１項の規定による請求に

ついて、同条第３項の規定により監査を行ったので、その結果を次のとおり公表する。 

 

  平成１３年１月１５日 

 

四日市市監査委員 伊 藤 靖 彦 

同        金 森 廣 二 

 

第１ 請求の受付 

  １ 請求のあった日  

    平成１２年１１月２４日 

  ２ 請求人等 

    請求人 四日市市在住         無  職  堀   一  

        四日市市在住        会社役員  野 田 美 子 

    代理人 四日市市在住        弁護士   松 葉 謙 三 

  ３ 請求の内容（原文のとおり） 

    四日市市土地開発公社（以下公社という）は、四日市市からの依頼事業、公社プロパー事業

のために土地を購入した。公社がこのようにして保有している土地は１１４万８１５１平方メ

ートルでその帳簿価格は３７３億１７０１万５１３９円である。この内、四日市市が不要な土

地として認定した土地は別紙のとおりであり、四日市市依頼事業用地の１１年度の帳簿価格は

合計４６億２３９万４６１３円であるのに対し、評価額は１９億２０５１万１５１４円であり、

差損は２６億８１８８万３０９９円であり、公社プロパー事業用地の１１年度の帳簿価格は 

１６９億５６８３万６０５５円であるのに対し、評価額は８４億４３８３万５４３１円であり、

差損は８５億１３００万６２４円である。 

    これらの土地は、いずれも、公社職員らが相手方と、料亭やスナックで飲み食いしたりゴル

フ接待をしたり、理事らに法的根拠なく贈り物をした全く不必要な諸経費が含まれており、購

入当時の鑑定額より高い金額で購入された土地、必要性が確かめられないまま借金をして購入

した土地であり、そのため、購入価格に長年支払われた金利、上記の不当な諸経費が帳簿価格

に算入されている。依頼事業とプロパー事業の差損の合計は１１１億９４８８万３７２３円に

のぼる。 

    四日市市長は、このような違法な土地購入をして公社に損害を与えた公社理事や不必要な土

地購入に不当に介入した四日市市会議員らや違法な飲食をした者に責任を取らせることなく、

四日市市が税金を投入して差損を支払うと言明しているが、責任者に責任を負わせることなく、

税金で差損を支払うのは違法である。よって、購入当時の公社の理事、不当に介入した四日市

市議会議員、公社に不当に高く土地を売って不当利得を得た土地売却者、違法な飲食をした者、

接待を受けた者に損害賠償請求、不当利得返還請求するとともに、四日市市長が上記差損 

１１１億９４８８万３７２３円を支払うことを防止することなど適切な処置をとることを求

め、地方自治法第２４２条１項に基づき別添資料を添付して請求する。 

   （注）提出のあった資料の記載は省略した。 



  ４ 請求の受理 

    本件措置請求について、平成１２年１１月２４日付けで受理した。 

 

第２ 監査の実施 

    本件措置請求について、法第２４２条第３項の規定により、次のとおり監査を実施した。 

    なお、本件の監査に当たっては、以前に四日市市土地開発公社（以下「公社」という。）の理

事であった監査委員小井道夫、同石川勝彦は法第１９９条の２の規定により除斥した。   

  １ 証拠の提出及び陳述の機会の付与 

    請求人に対し、平成１２年１２月８日に法第２４２条第５項の規定による証拠の提出及び陳

述の機会を与えた。請求人から、新たな証拠として、市長、議長宛の公開質問状並びに公社食

糧費・交際費の分析結果、新聞記事コピー等資料が提出された。 

   （注）提出のあった資料の記載は省略した。 

  ２ 監査対象部局 

    平成１２年１２月２５日に市長公室長、政策課長他３名から事情聴取を行った。 

 

第３ 監査の結果 

   本件措置請求は、これを却下する。 

   理 由 

     住民監査請求のできる対象について、法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の執行機

関または職員の財務会計上の違法若しくは不当な行為または違法若しくは不当に怠る事実に

限定している。 

     一方、公社は、四日市市（以下「市」という。）が公有地の拡大の推進に関する法律（昭和

４７年法律第６６号。）に基づき出資して設立した法人ではあるが、法律上は市から独立した

人格を有し権利義務の主体としての地位をもつ、市とは全く別の団体である。  

     本件措置請求は、住民監査請求の対象となる市の職員に係わる行為についてではなく、住

民監査請求の対象とならない専ら公社の職員等に起因する行為について市長に措置を求める

ものであって、法第２４２条第１項に該当せず、不適法であり認められない。 

     また、本件措置請求は、市長が行う行為と、法律上市とは全く別の団体（市の機関でない）

である公社が行う行為については厳格に区別されなければならないところ、住民監査請求の

対象外である公社の違法・不当について言及するのみで、住民監査請求の対象としている市

長の財務会計上の行為自体の違法・不当については何ら摘示していないのであって、法第２

４２条第１項に該当せず、不適法であり認められない。   


